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１．基本事項 作成日

担当課 担当係 管理番号

総
合
振
興
計
画

事業区分 自治事務 法定受託事務
対象拡大　　　有

計
画
施
策
名

行
政
分
野
別

根拠法令
個別計画

等

事業概要

目的
※何のために

対象
※誰・何を対象に

手段
※どのように

成果
※何を求めるか

執行体制 市職員 一部委託 全部委託 指定管理
市民ボラ
ンティア

ＮＰＯ
民間団体

その他（　　　　　　）

を構成する
予算事業

会計区分 款 項 目 細事業名 前年度決算額（円）

本事業の
主な業務

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

２．事業費（投入コスト） ※当該年度以降の数値は内部検討のため試算したものです（未確定数値） 単位：円
区　　　分

年度別計画

事
　
業
　
費

予算（現額）

決算額

財
源
内
訳

国支出金

県支出金

地方債

他特定財源

一般財源

人
件
費

従事職員数(人)

人件費相当試算
※１

(総事業費試算)

※１　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

サービス拡充　有

01 02 02 01 00131

事務事業評価表

中項目

大項目

事務事業

事務事業

主要プロジェクト

基本戦略

小項目

000000 （未割当）

000000 （未割当）

平成23年09月12日(月)

家屋評価賦課事務

家屋評価賦課事務費

資産税課 家屋係

02

00

00

00

00

総務費
02

00

00

00

00

徴税費一般会計
01

00

00

00

00

税務総務費

3146

000000 （未割当）
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３．評価指標

グ
ラ
フ
表
示

区分

指標名
目標値

単
位

実績値

年度別目標値の設定根拠

実績値の出所・算出式

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

４．観点別評価 （A：目標値どおり（以上）　B：ほぼ目標値どおり　C：目標未達成　－：目標値の設定がないもの）

活動
（意図した活動を
　行っているか）

目標が設定できないものは、活動指標の数値の推移を説明

成果
（意図した成果が
　上がっているか）

目標が設定できないものは、成果指標の数値の推移を説明

効率性
（効率的に事務を
　行っているか）

目標が設定できないものは、効率指標の数値の推移を説明

評価者

５．前年度改善改革プラン達成状況

前年度
改善・改革案

達成状況
及び

その効果

活動指標１

活動指標２

成果指標１

成果指標２

成果指標３

効率指標１

‐

Ｂ

‐

事務事業評価表
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６．所属長評価（今後の方向性）

担当課 担当係 管理番号

① 現状のまま継続 委託化等の検討
評価の内容説明

② 見直して継続 成果向上のための改善

③ 拡充・重点化（コスト投入） 効率化のための改善

④ 目的達成による終了 事業規模の縮小

⑤ 廃止を検討 他の事務事業と統合

評価者

７．改善改革プランと今後の課題

改善・改革案

８．今後の課題(年度別計画等により実施する取り組み等)

今後の課題

９．評価指標グラフ

区分 指標名

区分 指標名

区分 指標名

上記を実施するための具体的な取り組み内容は？

事務事業

事務事業評価表

家屋評価賦課事務 資産税課 家屋係

成果指標１

成果指標２

成果指標３

3146

当該年度新増築家屋調査率

固定資産税調定額（家屋）

都市計画税調定額（家屋）
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	KOUKA: 家屋評価図形計算システムをカスタマイズしたことにより、効率的に調査日程を組み、調査日時を指定した「調査依頼ハガキ」を発送することが可能となった。日程の変更希望者以外は、回答の必要がなくなり、以前と比較すると電話対応事務が減少し、調査期間も短縮することができた。訪問した際、不在の場合もあるが、調査効率は向上している。
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	PTXTSETUMEI: 地区ごとに期間を定めた調査に加え、日時を指定した調査依頼を実施したことで、調査期間の短縮化が実現できた。今後もこのような取り組みを継続する。また、平成２４基準年度評価替えに向け、さらなる評価の均衡化を図るため、計画的に業務を遂行していきたい。そのような観点から、今後の方向性としては「現状のまま継続」と考える。
	NAME: 資産税課長　大谷　浩二
	PTXTKAIZEN: 全ての課税事務が資産税課に集約され、一元的に事務を行うようになったが、今後も引き続き、調査・チェック体制の見直しや研修の強化などにより、効率的な調査事務を行う。
	PTXTKADAI: 一定の区域を集中的に調査することにより、効率的な調査の実施が期待できるが、適正、公平な家屋評価を継続するためには、研修や職員の更なるレベルアップが必要となる。
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